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つくる ためる 上手に使う 
みんなのエネルギー 太陽光発電 

平成２８年１１月２２日 
一般社団法人 太陽光発電協会 

再生可能エネルギー総合セミナー 
～未来を創る「再生可能エネルギーの新時代」～ 



2 

本日のお話 

1.太陽光発電について 

2.太陽光発電の便益について 

3.太陽光発電の未来について 



3 

本日のお話 

1.太陽光発電について 

2.太陽光発電の便益について 

3.太陽光発電の未来について 



4 

※ 「電池」という名前がついていますが、電気をためる機能はありません。 

太陽電池モジュール 

太陽の光エネルギーを吸収して、 
  直接電気に変えるエネルギー変換器。 

電気 

発
電 

シリコンなどの半導体で作られており、 
この半導体に光が当たると、 
日射強度に比例して発電します。 

 太陽電池とは？ 
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5 太陽光発電システムの特徴 

○環境負荷の少ない発電 
  CO2の排出が少なく、環境にやさしい 

○規模に関係なく発電効率 

が一定（分散型電源に適する） 

  太陽電池の設置面積により発電量が決まる 

○保守が容易、長寿命 

 

△発電が昼間に限られる 

△天候により発電量 

    が左右される 

天候（日射量と発電量） 

※出典：「原子力・エネルギー」図面 
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太陽電池の変換効率について 

◆ 太陽電池の変換効率とは？ 
 

太陽電池の性能を決める最も重要な指数。 

変換効率とは、太陽電池に入射した光のエネルギーのうち、電気エネルギーに 

変換した割合を表す数値である。 

つまり、太陽電池モジュール１m2 当り、１kWの光エネルギーを何％電気エネルギー

に変換できるかを表す。 

（例） 変換効率が１０％とは、太陽光は晴天時において地上で最大１kW/m2のエネルギー 

    （日射強度の標準としている）があり、このエネルギーを１m2の太陽電池に照射した 

    とき、太陽電池の発電電力が１００Wとなることを意味する。 

太陽光発電システム PV施工技術者 研修テキストより 



7 太陽電池 

太陽電池モジュール 

屋根形状への対応 
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※電気を売り買いするには、電力会社との契約が別途必要です。 

太陽電池アレイ 

パワーコンディショナ 屋内分電盤 電力メーター 

太陽電池モジュールを直並列
に結線したもので太陽エネル
ギーを電気に変換 

太陽電池で発電した直流電
力を交流に変換し、システム
全体の運転を自動管理 

電気を部屋のコンセ 
ントに配分 
 

売電用／買電用
メーター 

電力会社 

自家消費 

売電 

買電 

直流 (DC) 交流(AC) 

架台 

屋根に架台で固定 

売電 

買電 
足りない部分は、電力会社 
から電気を買って使います。 

家庭で使って余った分を電力会社
に売ることができます。 

住宅用太陽光発電の仕組みと余剰売電 

8 
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太陽光発電で、家庭で使う電気をどこまで賄えるか？  

太陽電池出力 1kW あたりの年間発電量は、

約1,000kWh （※1） 

一世帯当たりの年間総消費電力量は、 

約5,650kWh／年なので （※2）、 

仮に 4kWシステムを設置すれば、71％程度 

を太陽光発電でまかなえる計算になります。 

 

（※1） 東京地区で太陽電池を水平に対して30度傾け、 

     真南に向けて設置した場合の計算例です。 

     地域や太陽電池の方位、傾斜角度により 

     発電量が変わります。 

 

（※2） 省エネルギーセンター 「エネルギー・経済統計 

     要覧2009年版」 より算出 

７１％ 

4kWの太陽光発電システムを
設置した場合 

 太陽光発電でまかなえる電力とは 
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出典：経産省 ＨＰより 

再生可能エネルギーの固定価格買い取り制度(FIT) 

東京電力エリアにおける 
住宅用太陽光発電の2016年度の 
買取制度に関して 
 
条件：余剰買取 
単価： ３１円/ｋＷｈ 
    （ダブル発電除く） 
買い取り期間： 10年間 

平成28年度（2016年度）買取単価 

住宅用 

産業用 

「再生可能エネルギーの固定価格買取制度」： 
 
再生可能エネルギーで発電した電気を電力会社が
一定価格で買い取ることを国が約束する制度です。 
 
電力会社が買い取る費用を電気をご利用の皆様か
ら賦課金という形で集め、今はまだコストの高い再生
可能エネルギーの導入を支えていきます。 
 
この制度により、発電設備の高い建設コストも回収
の見通しが立ちやすくなり、より普及が進みます。 
 



11 ＺＥＨの概要 

出典：経産省 ＨＰより 

ZEH（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）とは、住宅の高断熱化と高効率設備により、快適
な室内環境と大幅な省エネルギーを同時に実現した上で、太陽光発電等によってエネル
ギーを創り、年間に消費する正味（ネット）のエネルギー量が概ねゼロとする住宅です。 

経済産業省では、「2020年までにハウスメーカー等の建築する注文戸建住宅の過
半数でZEHを実現すること」を目標とし、普及に向けた取り組みを行っています。 
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太陽光発電の買取電力量の推移 
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14 太陽光発電の大量導入がもたらす便益 

■ 再生可能エネルギー（太陽光発電）は、地域・住民からグローバルまで、幅広い便益を創出 
■ 特に、自給自足のエネルギーとしてライフラインの安定化による国民の安全・安心に寄与 
■ 経済活性化に対する貢献も大きく、かつその殆どが国内への還流寄与を実現 

平成26年8月8日の新エネルギー小委員会でJPEA発表 14 
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1. 直近での効果と便益 

 2014年度の経済効果：3.3兆円規模の市場と38万人規模（間接雇用を含
め）の雇用の創出。 

 夏季昼間の電力需給の緩和に貢献し、揚水発電の必要稼働量の削減等
にも貢献。 

 分散型電源の自家消費による送電ロス（低圧8％、高圧4.3％）の低減 

2.  長期的な視点での電力コスト削減（日本全体）の便益 

  FITで導入した設備に関しては短期的には電力コストを押し上げる要因と
なるが長期的（2030年以降）には電力コストの低減に寄与。特に2016年
度以降、新たに認定される設備に関しては、電力コストの増加効果よりも
削減効果が大きく上回ると見込まれる。 

 自由競争下で自立的に導入が進む設備（2030年以降と想定）に関して
は、導入当初から電力コストの低減に寄与できる。 

太陽光発電の真の便益 (1) 

15 
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3. エネルギー自給率の向上（長期安定成長ケース；100GW＠2030年、190GW@2050年） 

 2030年： 10％ （国内総発電量の想定10,650億kWhに対して） 

 2050年： 19％ （国内総発電量の想定10,650億kWhに対して） 

4. 化石燃料輸入に伴う国富流出の抑制（長期安定成長ケース） 

 2030年： 1兆750億円程度 （燃料価格等は長期エネルギー需給見通小委の前提） 

 2050年： 2兆880億円程度 （燃料価格等は長期エネルギー需給見通小委の前提） 

5. 温室効果ガスの排出削減（長期安定成長ケース） 

 2030年：  約7,300万トン-CO2   （発電時の排出削減） 

 2050年： 約13,300万トン-CO2 （発電時の排出削減） 

6. 地域経済への貢献 

7. その他（定量化が困難） 

 化石燃料の需給緩和による価格上昇の抑制と高騰時のリスク緩和 

 災害時の自立運転機能等 

太陽光発電の真の便益(2) 
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17 パリ協定と日本の取り組み 

5月13日閣議決定 地球温暖化対策計画資料より 17 
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IEA PVPS 2012, 2013, 2014, 2015 Snapshot より算出 
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20 世界の累積導入量の推移 IEA-PVPSデータより 

累計２２７GW 
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中国 

43.5GW（19.2%） 

太陽電池の国別導入量 （2015年末時点 累計値） 

IEA PVPS 資料を参考に JPEA 作成 

日本 
34.4GW（15.1%） 

イタリア 
18.9GW（8.3%） 

ドイツ 
39.7GW（17.5%） 

アメリカ 
25.6GW（11.3%） 

イギリス 
8.8GW（3.9%） 

フランス 
6.6GW（2.9%） 

オーストラリア 
5.1GW（2.2%） 

その他 
34.0GW（15.0%） 

2015年暦年導入量（累計） 

227GW 

スペイン 
5.4GW（2.4%） 

インド 
5.0GW（2.2%） 



22 太陽光発電の容量別導入状況 

住宅用 
81% 

電力 
産業用 

19% 
住宅用 

30% 

住宅用 
35% 

電力 
産業用 

65% 
29,648MW 

10kW未満 
（住宅用） 

 

14% 
 

【933,641件】 

2MW以上 
 

10% 
 

    【259件】 

2012年7月～2016年7月 累積導入量 
FIT施行後 

10～49kW 
 

33% 
 

【399,180件】 

非住宅用 
 

5% 

住宅用 
 

95% 

4,960MW 

～2012年6月 累積導入量 

FIT施行前 

【  】内は件数 

  50～ 
  499kW 
 

 500～ 
 999kW                                                                                                      

  1,000～ 
  1,999kW 
 

    22% 
 

    【4,446件】 

       10% 
 

  【12,045件】 

         11%  
 

     【4,527件】                                                                                                      

出典 ： METI HP 「なっとく再生可能エネルギー」設備導入状況資料 
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住宅用太陽光発電導入件数（累計） 

1996～2005年度 ：  財団法人 新ｴﾈﾙｷﾞｰ財団 （NEF） の補助金交付実績より 

2006～2008年度 ：  一般社団法人 新ｴﾈﾙｷﾞｰ導入促進協議会 （NEPC） による調査より 

2008～2013年度 ：  太陽光発電普及拡大ｾﾝﾀｰ （J-PEC） での補助金交付決定件数より JPEA集計 

2014～2015年度 ：  経済産業省（METI） HP 「なっとく再生可能エネルギー」 設備導入状況資料より  

93.2% 

住宅総数 

28,598,700 戸 

6.8% 

PV導入件数 

1,932,729 件 

住宅用太陽光発電搭載率 

（PV導入件数／戸建住宅総数） 

住宅総数：「住宅・土地統計調査」より、
2013年の戸建住宅総数 
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■以下の図は、NEDOは、PV2030の検討を行った際に、「2030年までの技術発展を想定した国内推
定導入量」である。 
■標準的なケース（ケース2）でも2030年で、100GW以上の太陽光発電導入が可能とし、これにより
年間約1,100億kWhの電力が得られ、国内電力需要の10%、従量電灯契約電力量の1/3～1/2程度の電
力供給が可能としている。政府の2030年のエネルギーMIXでは、2030年は64GWと想定しているが 
FITの賦課金負担の条件から決められた経緯があり、価格低減、原発稼働しだいで、ＰＶはまだまだ 
拡大する余地は十分にある。 

NEDO：PV2030/PV2030+ 2030年までの技術発展想定の国内導入可能量 



25 再エネ活用のための提案 

再エネ電力 

燃料を燃やさないＣＯ２フリー・エネルギー 

産業活動で適切に消費して成果を得る。 

家庭生活で適切に消費して快適・健康な暮らしを得る。 

再エネ電力の有効利用＝競争力 

・エネルギーは使わない= Ｘ 

 使わないだけでは何も生み出さない。 
 

・使ってよいエネルギーは活用する=○ 無駄な消費 

省エネは重要！ 

再エネ活用の必要性 
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太陽光発電のこれからの100年のシナリオ～PV Outlook 2030より～ 
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■今後、需要の電化・能動化 ／太陽光発電の能動化の推進（シナジー効果の発揮）を電力
市場（ビジネス）が可能にする 

電化によるエネルギー消費効率
の向上 

最終エネル
ギー消費量の
削減 

需要の  
エネルギー
転換（電化） 

太陽光発電の
能動化 

需要の能動化 

（需給統合） 

いざという時には出力を調整
（抑制）できる機能を付加して 
需要側と連携 

電力系統の安定化
と国産エネルギー
（太陽光発電）の普
及拡大を両立 

再エネが拡大した電力系統の安定
化を最小の費用で実現 

需要側の調整・蓄
エネ能力を拡大 

電力市場・
ビジネス 

太陽光発電大量導入による 
「便益の最大化」と「系統対
策」を同時に実現 

①需要サイドのエネルギー転換（=電化）によって最終ネルギー消費効率を大幅に向上させる 
②電化された需要サイドと調整可能な太陽光発電とを連携させることでエネルギーの国産化・脱炭素化と電力系統の安定化を同時に実現する 
③電化によって蓄エネ機能を備えた需要サイドを能動化し、電力系統・太陽光発電と統合することで電力系統の安定化を最小の費用で実現する 
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太陽光発電の能動化と需要の能動化の促進 
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一般社団法人 太陽光発電協会 
http://www.jpea.gr.jp/ 

ご清聴、ありがとうございました。 


